
こうち農業・農村振興指針の取組状況について
 １　消費地に信頼される園芸産地づくり 

H19 H20 H21 H22 H23
（１）まとまりのある園芸産地の再構築

1 園芸品の系統率
（園芸連販売額と農業
産出額から試算）

（H17園芸年度）

６３％ ７０％
（H18園芸年度）

６３％
（H19園芸年度）

６４％
（H20園芸年度）

６３％
（H21園芸年度）

６４％
（H22園芸年度）

６５％

○

【成果等】
・「まとまりのある園芸産地育成事業」を設けて、生産者同士が学
び教えあう仕組みづくりを支援してきた。現在、約４,５００戸の
生産者を対象に３４品目で１８１箇所の篤農家のほ場を活用して、
技術移転などを進めている。Ｈ２３園芸年度は、ミョウガ、ナス、
キュウリなどで前年より出荷量が増加した集出荷場が出るなど、少
しずつ成果が見え始めてきている。
・量販店の価格支配力や中食外食等の業務需要の増加など消費・流
通構造の変化に対応するため、園芸連と県で設置した「新需要開拓
マーケティング協議会」において、量販店とのパートナーシップの
構築や生産から販売までのプロセスの「見える化」商品の売り込
み、ブランドマークを一新するなど、系統共販の強化につなげてき
た。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画で目標を設定して取り組みを継続する。

2 冬春ナスの系統率
（土佐あき農協管内－
系統強化重点地区－）

（H17園芸年度）

６１％ ７０％
（H18園芸年度）

６５％
（H19園芸年度）

６３％
（H20園芸年度）

６１％
（H21園芸年度）

６２％
（H22園芸年度）

６３％

○

【成果等】
・土佐あき農協管内を対象として、地域園芸戦略推進会議の系統率
向上対策チームを結成し、①篤農家の優れた技術を学び教えあうま
とまりのある産地づくり、②地区会を通じた系統共販への誘導、③
18ｔどり技術の普及を目的としたナス部会活動の活性化、④優良
品種「土佐鷹」の普及、⑤個選別品の取扱拡大推進、⑥営農相談日
を設定し、系統外農家への情報提供、などを行ったが、系統率は
63％で、目標の70％には届かなかった。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画で目標を設定して取り組みを継続する。

進捗状況
項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価

「◎（目標値に対し達成率100％以上）」　・・・１２項目
「○（目標値に対し達成率80％以上100％未満）」　・・・１４項目
「△（目標値に対し達成率80％未満）」　・・・６項目
　※達成率＝（実績値÷目標値）×100

取組の総括と今後の対応



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

（２）意欲と能力のある担い手の育成
3 認定農業者数 （H18.12.31）

経営体
３，２３１

経営体
４，３４０

（H19.12.31）
経営体

３，５６９

（H20.12.31）
経営体

３，６６６

（H21.12.31）
経営体

３，７８９

（H22.12.31）
経営体

３，８２９

 (H23. 9.30 )
経営体

３，7０２

○

【成果等】
・市町村等に対して制度や認定農業者向け支援策等の周知の徹底を
図り、認定農業者の確保に向け積極的な取り組みを行うことで、認
定農業者の増加を図ってきた。
・しかし、国の施策が、認定農業者への集中から「意欲ある多様な
農業者への支援」に転換したことや、野菜価格安定制度における補
てん率の区分の要件から産地における認定農業者の作付面積割合が
除外されたことなどによって、認定農業者になることのメリット感
が薄く、地域での取り組みも低調となってきており、認定農業者数
の拡大を目指すことが困難となってきている。
【今後の対応】
・認定農業者は本県農業の中核となる重要な担い手であり、引き続
き認定農業者の確保に取り組んでいくが、今後は、企業的経営の実
現への支援など、個々の経営体質の強化への支援に重点を移して取
り組んでいく。

4 ＪＡ経営改善支援チー
ムが重点支援する農家
の経営改善者割合

0％ ２０％以上 0％
（H20.3.31）

１０％
（H21.3.31）

３９％
（H22.3.31）

３7％
（H23.3.31）

４８％

◎

【成果等】
・H20年度には「高知県農業経営者組織連絡会議」が設立された
他、８JAでオンライン経営診断システムも導入され、農業者の経
営管理能力の向上に向けた体制が整備された。
・一方、経営不振農家の経営改善についても、12JAで取り組ま
れ、体制整備や指導力も向上したことから、目標を上回る経営改善
成果が得れた。
【今後の対応】
・目標達成により、平成24年度以降は一般課題として取組を継続
する。

5 農村女性リーダー数 （H18.3.31）
２４２人 ３５０人

（H19.3.31）
２４９人

（H20.3.31）
２６０人

（H21.3.31）
２７３人

（H22.3.31）
２８４人

（H24.1.31）
２９４人

○

【成果等】
・認定者数は着実に増加しており、目標は概ね達成できた。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画には位置づいていないが、「こうち男女共同
参画プラン」の目標値となっており、今後も、女性農業者の経営参
画や、農村振興などの方針決定の場への参画を促進するため、リー
ダーの育成を図る。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

6 家族経営協定締結農家
数

（H18.3.31）
１４６戸 ７５０戸

（H19.3.31）
１７６戸

（H20.3.31）
２６７戸

（H21.3.31）
３６９戸

（H22.3.31）
４６２戸

（H23.3.31）
６１３戸

○

【成果等】
・市町村担い手育成支援協議会やＪＡ生産部会等との連携により、
認定農業者制度の「経営改善計画書」と「家族経営協定書」の一体
的な策定の推進を図った結果、目標は概ね達成できた。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画には位置づいていないが、「こうち男女共同
参画プラン」の目標値となっており、今後も取り組みを継続する。

7 新規就農者数 （H18.6.1）
年間１１５人 年間１５０人

目標値の修正
【１７０人】

（H19.6.1）
年間１１６人

（H20.6.1）
年間１１４人

（H21.6.1）
年間１６１人

（H22.6.1）
年間１９７人

(H23.6.1)
年間２３４人

◎

【成果等】
・新規就農研修支援事業の推進や研修受入農家等の確保、基礎研修
の充実等により、目標を上回る新規就農者の確保につながった。
【今後の対応】
・第2期産業振興計画では目標を230人/年とし、国の新規支援策
（青年就農給付金等）を活用し、取り組みを継続・強化していく。

8 農業法人数 （H18.11.1）
９２法人 １１０法人

目標値の修正
【１３０法人】

（H19.11.1）
１１１法人

（H21.1.1）
１２０法人

（H22.1.1）
１２７法人

(H23.1.1)
１３８法人

(H24.1.1)
１４９法人

◎

【成果等】
・法人化のメリットやデメリットの説明や法人化の手続き等の助言
指導を農業会議と連携して行い、個人経営から法人経営への移行や
異業種からの農業参入によって、農業法人数の増加につながった。
・また、農業経営や農作業受託、研修生の受け入れなど、地域に貢
献できるJA出資型法人の設立を、JA中央会と連携して取り組み、
新たに１JAが法人を設立した（株式会社れいほく未来）ほか、今
後設立を予定しているJA（JA南国市）も出てきている。
【今後の対応】
・今後は、企業的な経営を行う経営体の育成と併せて法人化の促進
にも取り組んでいく。
・また、既存法人についても指導や助言等を行っていく。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

（３）産地基盤の強化
9 園芸用ハウス面積 （H17.6.30）

１，６２１ha １，６００ha
目標値の修正

【１，５２０ｈ
ａ】

－
（H19.6.30）
１，５９４ha

(市町村に対する
調査は隔年実

施）

－
(H21.6.30)

１，５４４ha
(市町村に対する

調査は隔年実
施）

－

◎

【成果等】
・生産者数の減少に加え、H１８年以降は重油価格やハウス資材の
高騰により、農家の投資意欲が低下し、レンタルハウス整備事業に
よる整備面積についても減少している。(整備面積平均H１３～１
７：１２．７ha、H１８～２０：８．１ha）
・H２１年度、農家の投資意欲を高められるよう、補助対象限度額
の引き上げや中古レンタルハウス区分を設けるなど事業の補助内容
を見直した結果、整備面積は増加してきた。（H２１～２３：１
０．４ha）
【今後の対応】
・今後は、遊休ハウスの利用促進に一層、取り組むとともに、引き
続き、レンタルハウス整備事業の充実や国事業の導入によりハウス
面積を確保していく。

10 ナスの新品種「土佐
鷹」の栽培面積

（H18園芸年度）

５．５ha ９１ha
(H20園芸年度）

１１．８ha
(H21園芸年度）

１９．０ha
(H22園芸年度）

２６．３ｈａ
(H23園芸年度）

２６．８ｈａ
（H24園芸年度）

３１．０ｈａ

△

【成果等】
・主たるナス産地の安芸地区では、生産者と関係機関が構成する
「土佐鷹普及推進協議会」を推進母体として普及推進したが、安芸
地区では約２９ｈａ、県下では約３１ｈａに留まった。この原因と
して①燃料用重油価格が高騰している中、慣行品種と同等の夜温が
必要なこと、②慣行品種との大幅な単価差がつかなかったこと、③
栽培技術を変える必要があり、そのことに対する農家の不安がある
こと、などが考えられた。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画で目標を設定し、取り組みを継続する。

11 主要品目の高位生産技
術のマニュアル化 0品目 ９品目 ３品目 ４品目（累計） ４品目（累計） ６品目（累計） ９品目（累計）

（H24,3,31見込）

◎

【成果等】
・これまで、専門普及指導員が習得した技術や、実証により得た
データ等を参考として、９品目の栽培指針を作成。
＜印刷済み＞ナス、ミョウガ、キュウリ、ニラ、ピーマン、ショウ
ガ
＜印刷予定＞米ナス、シシトウ、アスパラガス
【今後の対応】
・目標等の設定はしないが、取り組みを継続する。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

12 野菜指定産地における
作業受委託組織数

（H18.8.31）
２１組織 ２６組織以上

目標値の修正
【２８組織以上】

（H19.12.31）
２２組織

（H20.12.31）
２３組織

（H21.12.31）
２６組織

（H22.12.31）
２７組織

（H23.12.31）
２７組織

○

【成果等】
・園芸農家の水稲部門の省力化と機械等への過剰投資を防止するた
め、作業受委託組織を中心とした地域営農の仕組みづくりが進ん
だ。また、平成２３年度には、集落営農組織が平場で２組織（高知
市、南国市）設立され、受委託組織とともに有効な手段として取り
組みが始まった。
【今後の対応】
・目標等の設定はしないが、引き続き各地域農業再生協議会と連携
し、集落営農組織の育成と併せて推進していく。

（４）環境保全型農業の推進
13 「こうち環境・安全・

安心点検シート〔その
１〕」の実施率
（農協生産部会に属す
る野菜農家）

0％ １００％ －％
（H20.3.31）

８％
（H21.3.31）

４３％
（H22.3.31）

６０％
（H23.3.31)

６９％

△

【成果等】
・高知県版GAPについては、実践農家およびJAともに増加してお
り、生産者へは一定浸透した。指導者育成研修等の受講者も増え、
推進体制は整備されてきた。
【今後の対応】
今後は、第2期産業振興計画において実施率100％を目標として、
地域版・品目版点検シートの普及・拡大、PDCAサイクルの定着、
こうち農業環境・安全・安心ウォッチャー制度の活用促進などに取
り組む。

14 エコシステム栽培農家
数

（H18.7.31）
１，３００戸

（H20）
１，５７４戸

（H19.7.31）
１，３４４戸

（H20.7.31）
１，２８５戸

（H21.7.31）
１，４６５戸

（H22.7.31）
１，４７４戸

(H23.7.31)
２，５８４戸

◎

【成果等】
・登録要件の見直しなどによって、平成23園芸年度の目標である
1，970戸を上回った。
【今後の対応】
・今後も、園芸連の目標（園芸連出荷農家の80％）を達成するた
め、登録要件の改訂作業等に協力する。

15 農協でのＩＳＯ認証取
得件数 － ３件

（H19.12.31）
２件

（H20.12.31）
２件

（H21.12.31）
２件

（H22.12.31）
２件

（H23.12.31)
２件

△

【成果等】
・ISO認証は事務手続きや認証取得経費など負担が大きく、新たな
認証取得は進まなかった。また、一旦取得した農協も、有効期間が
切れた後は再取得を行っていない。
【今後の対応】
・今後は第２期産業振興計画に位置付けているGAPの取組を推進す
ることで、環境に配慮した持続的生産活動の継続を図る。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

天敵導入農家率 （H18.5.31） （H19.5.31） （H20.7.31） （H21.7.31） （H22.7.31） (H23.10.31)
○

　ナス類
２１％ ６５％ ２０％ ２６％ ２８％ ５０％ ５２％

-

【成果等】
・土着天敵タバコカスミカメの利用技術が確立されたことや、市販
天敵スワルスキーカブリダニがH20年に農薬登録されたことによ
り、安定して高い防除効果が得られるようになり、導入が進んだ。
【今後の対応】
・今後は、第2期産業振興計画で目標値を導入面積90%に定め、継
続して取り組む。

　ピーマン・シシトウ
類 ５３％ ８０％ ４０％ ４８％ ５５％ ６３％ ７１％

-

【成果等】
・ピーマン・シシトウ類では難防除病害虫タバココナジラミが土着
天敵や市販天敵スワルスキーカブリダニの登録・利用により安定的
に防除できるようになり、導入が進んだ。
【今後の対応】
・第2期産業振興計画では、具体的な数値目標は定めないが、導入
促進の取組は継続する。

　ミョウガ
６３％ ９０％ ６５％ ５１％ ５１％ ４７％ ５１％

-

【成果等】
・ミョウガでは土壌病害対策のために養液栽培が増加した。このた
め、圃場内湿度の低下等により、天敵カブリダニの定着に適さない
環境になり、導入率が伸びなかった。黄色蛍光灯や防虫ネットな
ど、天敵以外のIPM技術の導入は進んでいる。
【今後の対応】
・第2期産業振興計画では、導入率の具体的な数値目標は設けない
が、天敵資材メーカーなどと協力して定着率を改善するための技術
開発に取り組む。

16



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

17 適正施肥のための土壌
診断・処方箋点数（野
菜ほ場点数）

（H18.3.31）
年間

２，６９０点
年間

６，５００点
目標値の修正

【９，２００点】

（H19.3.31）
年間

６，３８８点

（H20.3.31）
年間

７，８７９点

（H21.3.31）
年間

８，７２８点

（H22.3.31）
年間

９，５８６点

（H23.3.31)
年間

９，７１１点

◎

【成果等】
・土壌診断処方箋点数は目標値（9,200点）を超え、9,700点程度
まで達しており、生産現場において土壌診断の必要性は理解されて
いる。
【今後の対応】
・第2期産業振興計画では、野菜の土壌診断処方箋点数の到達目標
を10,200点と定め、土壌診断に基づく施肥低減実証(主としてリン
酸）と県施肥基準の地区施肥基準への反映を進めていく。

18 有機農産物の品目別栽
培技術指針 ０品目 ２５品目

（H20.3.31）
０品目

（H21.3.31）
０品目

（H22.3.31）
１０品目

（H23.3.31）
２５品目

（H23.3.31見
込み）

３０品目
◎

【成果等】
・有機農産物の品目別栽培技術指針（高知県の有機栽培事例集）は
目標の２５品目を超え、３０品目に到達した。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画で、有機農産物作付体系実証に取り組み、事
例集の内容の充実を図る。

19 有機農業を志向する新
規就農者数（「土佐自
然塾」修了生）

（H18県内希望
者）
５人

年平均
５人

（H19.3.31）
８人

（H20.3.31）
９人

（H21.3.31）
５人

（H22.3.31）
６人

（H23.3.31）
６人

◎

【成果等】
・土佐自然塾修了生の高知県内就農数は目標の年平均５人を上回っ
た。
【今後の対応】
・第2期産業振興計画では新規就農者数に関する具体的目標は設定
しないが、土佐自然塾の塾生をはじめとした有機農業志向者の就農
相談等、県内就農への支援を継続する。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

（５）食の安全・安心の確保
20 「こうち環境・安全・

安心点検シート〔その
２〕」に取り組む農協
数

０ １６
目標値の修正

【１５JA】
※合併による減少

（H19.12.31）
３

（H20.12.31）
３

（H21.12.31）
６

（H22.12.31）
１１

（H23.3.31）
９

△

【成果等】
・「こうち環境・安全・安心点検シート〔その２〕」に取り組む農
協数は９/１６JAとなった。GAPの取り組みに対する意識付けが十
分できなかったJAもあり、目標の全JAに到達しなかった。
【今後の対応】
・今後は、第２期産業振興計画において、全JA（１５）を目標に
定め、取組を継続する。

21 生産履歴記帳率（農協
生産部会に属する野菜
農家）

（H18.4.1）
７８％

（H20）
１００％

（H19.10.1）
９４％

（H20.10.1）
８５％

（H21.10.1）
８７％

（H22.3.30）
９１％

（H22.12.10)
９４％

○

【成果等】
・生産履歴記帳率は、概ね目標値に到達した。
【今後の対応】
・今後は、第2期産業振興計画で到達目標を100%に定め、農業団
体と連携して目標達成に取り組む。

（６）消費地のニーズに対応した流通・販売戦略の展開
22 野菜の産地としての認

知度
（H18.3調査）

関東７位
関西３位

      関東５位以内
      関西１位

（H19.4.1）
関東６位
関西３位

（H20.4.1）
関東７位
関西３位

（H21.4.1）
関東７位
関西３位

（H22.4.1）
関東７位
関西３位

　（H23.4.1）
　　　関東　※
　　　関西４位

※関東は、震災
の影響により認
知度調査未実施

△

【成果等】
・広く一般消費者への認知を図るため、テレビを中心にメディアを
活用したPRを実施した。環境保全型農業の取り組みを伝える番組
タイアップや量販店での販促活動と連携したイベント実施等に取り
組んでいるが、競合する産地で順位を争っている状況が続いてお
り、ランクアップには至っていない。
【今後の対応】
・引き続き、継続したPRにより高知野菜の特長などの意識付けを
行い、認知向上を図っていく。

23 出前授業受講者数 （H17年度実績）

１，９６５人 ２，０００人
（H18年度実績）

９１５人
（H19年度実績）

１，５９６人
（H20年度実績）

１，５９０人
（H21年度実績）

１，８３０人
（H 22年度実績）

１，８４６人

○

【成果等】
・関東、関西地区の小学校、市場関係者や県外消費者向けに出前授業を実
施し、概ね好評だった。小学生などは授業実施後に保護者と一緒に近くの
量販店で高知県産を買い求めるなど、本県産野菜の良さが伝わり将来の高
知野菜ファンづくりとともに消費拡大にもつながっている。
【今後の対応】
・引き続き、産地の協力を得ながら取り組みを継続するとともに、実施地
域の重点化など量販店での販促活動等とも連携した実施につなげていく。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

 ２　地域特性を生かした農業の展開と農村の振興 
（１）特色ある農業の展開と農村の振興

集落営農組織数 （H17.12.31）
３８組織

策定時目標
（６０組織）

８０組織

（H19.11.1）
６７組織
５５組織

（H20.12.31）
８７組織

集落営農組織に準じる
組織数

１０５組織 １２０組織 ８１組織
４４組織

３８組織
　

24 集落営農組織数（準じ
る組織を含む）

２００組織 ９９組織 １２５組織 （H21.12.31）
１４２組織

（H22.12.31）
１６０組織

（H23.12.31）
１６４組織 ○

25 肉用牛飼養頭数 （H18.2.1）
６，４００頭 ７，０００頭

（H19.2.1）
６，３３９頭

（H20.2.1）
６，３００頭

（H21.2.1）
６，４００頭

（H22.2.1）
６，３００頭

(H23.2.1)
５，７００頭

○

【成果等】
・市場価格の低迷、農家の高齢化や廃業等の影響が見られている。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画の品目別総合戦略の中で生産から流通・販売
までの一体的な取組を進めるとともに、肉用牛の生産技術の更なる
向上や繁殖雌牛の導入促進等生産基盤の強化など、一体的な流通・
販売の拡大に取り組む。

【成果等】
・２３年度から「集落営農・拠点ビジネス支援事業」の対象地域を
県内全域に拡大（平場を追加）した結果、２４市町村に集落営農の
取り組みが拡がった。また、市町村が主体的に取り組む事例がみら
れ、集落営農が確実に拡大している。
※164組織（新規13組織　合併等9組織）
【今後の対応】
・第２期産業振興計画で目標をＨ２７年２５０組織に設定し、継続
して取り組みを進める。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

（２）中山間地域の振興
26 集落協定締結率 （H18.8.31）

６９．６％ ７５．０％
（H19.10.31）

７０．７％
（H20.10.31）

７１．０％
（H21.10.31）

７１．５％
（H22.10.31）

６７．１％
（H23.10.31）

６９．０％

○

【成果等】
・第三期対策の初年度（平成２２年度）は、５年間の営農継続の不
安やまとめ役のリーダーとなる不在等の理由により、協定の継続を
断念する集落が多くあり、平成２１年度から平成２２年度は、集落
協定締結率は低下し、金額も減少した。
・平成２３年度は、県と市町村とが連携し、中山間地域等直接支払
制度の取組可能な集落に働きかけた結果、１２集落協定（集落協定
締結率１．９ポイント）の増加になった。
【今後の対応】
・今後は協定の継続を断念した集落に対して、集落座談会等の場を
活用し課題の整理を行うとともに、地域の代表者・市町村・ＪＡ等
の関係機関と対応の検討を行っていく。
・また、地域での説明会等を通じて制度の周知に努めるとともに、
交付単価の高い「体制整備単価」への移行を推進する。

27 ユズの生産量 （H16、17平均）

８，２６０ｔ
（H22、23平均）

８，４４０ｔ
（H17、18平均）

７，７００ｔ
（H18、19平均）

＊９，０４０ｔ
（H19、20平均）

９，２３６ｔ
（H20、21平均）

１１,９８３ｔ
（H21、22平均）

１２,５７１ｔ

◎

【成果等】
・北川村の「ゆず銀行」（H21）香美市の「ゆずもり」（H22）な
ど、各産地に適合した農作業受託組織を設立し、作業受託が実践さ
れている。
・新改植面積36.5ha/年（H21→22）、生産量12,571ｔ（H2１・
22平均）となり、新改植による若返りや生産量拡大は、計画以上
に進んでいる。
・実需者ニーズに対応した搾汁施設の機能強化を支援し、果汁の安
定供給体制を整備した。（H21:2施設、H22：2施設、H23：1施
設）
・ゆず振興対策協議会の体制強化や県域での需要開拓への積極的な
取り組み、ゆず振興基金の創設など、新たな仕組みづくりができた
ことで、今後のゆず振興の基盤ができた。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画でも目標を設定し継続する。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

28 ブンタンの生産量 （H16、17平均）

１０，３７５ｔ
（H22、23平均）

１０，６９０ｔ
（H17、18平均）

９，１１０ｔ
（H18、19平均）

＊８，９８５ｔ
（H19、20平均）

９，５１９ｔ
（H20、21平均）

１０,５４７ｔ
（H20、21平均）

９,６２０ｔ

○

【成果等】
・土佐文旦振興対策協議会の設立後、県域での課題を共有化し、土
佐ぶんたん祭の開催（３回）の開催など、土佐文旦の全国発信が進
むとともに、マルチ栽培での交流を核としてまとまりづくりが進ん
だ。
・県単独事業によりマルチ栽培が導入され（H21：2.5ha、
H22:0.5ha、H23:0.3ha）、「学び教えあう場」の実施によっ
て、マルチ栽培を含む高品質栽培技術の徹底が図られた。
・県内最大産地（土佐市）への光センサー選果機の導入（H22）に
より、２大産地でバラツキの少ない出荷体制が整備された。
・加工品開発に対する県域での情報共有が図られ、具体的な商品開
発が進んでいるが、販路開拓やコスト面などで課題が残る。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画では目標等は設定しないが、取り組みを継続
する29 簡易放牧面積 （H18.3.31）

２８ha ４７ha
（H19.3.31）

３３ha
（H20.3.31）

３９ｈａ
（H21.3.31）

３５ｈａ
（H22.10.31）

３１ｈａ
(H24.1.20)

３４ha

△

【成果等】
・肉用牛農家の戸数・飼養頭数の減少や口蹄疫の防疫措置等によ
り、新たな簡易放牧の実施が少なかったため、目標達成に至らな
かった。
【今後の対応】
・第２期産業振興計画の品目別総合戦略の中で、自給飼料生産拡大
の取組を進めるとともに、更に肉用牛の生産技術の向上等生産基盤
の強化に取り組む。



H19 H20 H21 H22 H23
進捗状況

項　　　　　　　目 指針策定時 目標 評価 取組の総括と今後の対応

（３）地産地消とグリーン・ツーリズムの推進
30 直販所販売額 （H17年度実

績）
６３億円

６５億円
目標値の修正
【７６億円】

（H19.7.31）
７０億円

（H20.7.31）
７０億円

（H2１.7.31）
７５億円

（H22.7.31）
８０億円

（H23.7.31）
７７億円
※速報値

　
　

◎

【成果等】
・直販所の販売力向上や品質確保を図るために必要な研修会を開催
するとともに、１９年度より農産物の安全・安心を確保する仕組み
を構築するため、「安心係」の養成講習会を実施し、約８５％の直
販所において「安心係」が設置された。
・２１年度から「農産物直販所ステップアップ事業」を実施し、安
心係の全店舗配置やアドバイザー派遣による店舗の魅力アップなど
の機能強化に取り組んできた。
【今後の対応】
・店舗の魅力アップや直販所間のネットワークづくりに取り組むと
ともに、直販所を販売拠点とした地域の新たな加工品開発を支援す
る。

31 給食に対応している生
産者組織数（延べ数）

（H18.3.31）
５４組織 ６０組織

目標値の修正
【９０組織】

（H19.12.31）
７1組織

（H20.12.31）
８５組織

（H21.12.31）
８９組織

(Ｈ22.12.31）
９６組織

(H23.12.31)
９７組織

◎

【成果等】
・平成19年度以降、学校給食に対する地産池消等を推進してきた
が、市町村教育委員会や栄養士等と生産者組織の双方の理解が高ま
り、目標を上回る取り組みとなった。
【今後の対応】
・今後も本県農産物の地産池消の取り組みの一環として、取り組み
を継続する。

32 農家民宿等の数 （H18.11.1）
２８ ５０

目標値の修正
【６０】

（H19.11.1）
３９

（H20.11.1）
４４

（H21.11.1）
５２

（H22.9.1）
５６

(H23.9.1）
５９

○

【成果等】
・これまでに、開業機運の醸成のための講演や研修等を実施し、民
宿数は５９軒となり、ほぼ目標値どおりとなった。
【今後の対応】
・今後は、誘客数の増につなげるため、引き続き、冊子・ホーム
ページ等でのＰＲや、農林漁家民宿と地域の人との交流や体験メ
ニューを組み込んだ地域周遊モデルコースを作成し、提案してい
く。
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